
委員会）を採用している。

１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

(2) 引当金の計上基準

　　①賞与引当金

　職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。 

　　②退職給付引当金

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生

　していると認められる額を計上している。

　なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

(3) 消費税等の会計処理

　　　消費税等の会計処理は、税込方式によって処理している。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　投資有価証券 20,000,000  0  0 20,000,000

　定期預金 10,000,000  0  0 10,000,000

小　　計 30,000,000 0 0 30,000,000

特定資産

　退職給付引当資産 40,480,090  7,877,520  3,090,920 45,266,690

　施設管理運営事業積立資産 7,496,177  0  0 7,496,177

　宮崎市生目の杜遊古館開館１５周年記念事業準備資金 2,000,000  0 2,000,000 0

　大淀川学習館開館３０周年記念事業準備資金 1,587,050  0 1,587,050 0

　宮崎科学技術館４０周年記念事業準備資金 5,000,000  0 0 5,000,000

　宮崎市民プラザ開館25周年記念事業準備資金 7,000,000  0 0 7,000,000

　宮崎科学技術館先端技術の世界充実事業準備資金 5,785,230  0 2,358,840 3,426,390

　宮崎科学技術館宇宙の魅力発信事業準備資金 12,000,000  0 3,000,000 9,000,000

　宮崎科学技術館魅力ある企画の継続事業準備資金 12,120,000  0 0 12,120,000

　大淀川学習館魅力ある企画の継続事業準備資金 3,900,000  0 0 3,900,000

　宮崎市民プラザ魅力ある企画の継続事業準備資金 5,650,000  0 0 5,650,000

小　　計 103,018,547 7,877,520 12,036,810 98,859,257

合　　計 133,018,547 7,877,520 12,036,810 128,859,257

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に対応

する額）

基本財産

  投資有価証券 20,000,000 (20,000,000) (0) -

  定期預金 10,000,000 (10,000,000) (0) －

小　　計 30,000,000 (30,000,000) (0) －

特定資産

　退職給付引当資産 45,266,690 (0) (0) (45,266,690)

　施設管理運営事業積立資産 7,496,177 (0) (7,496,177) (0)

　宮崎科学技術館開館40周年記念事業準備資金 5,000,000 (0) (5,000,000) (0)

　宮崎市民プラザ開館25周年記念事業準備資金 7,000,000 (0) (7,000,000) (0)

　宮崎科学技術館先端技術の世界充実事業準備資金 3,426,390 (0) (3,426,390) (0)

　宮崎科学技術館宇宙の魅力発信事業準備資金 9,000,000 (0) (9,000,000) (0)

　宮崎科学技術館魅力ある企画の継続事業準備資金 12,120,000 (0) (12,120,000) (0)

　大淀川学習館魅力ある企画の継続事業準備資金 3,900,000 (0) (3,900,000) (0)

　宮崎市民プラザ魅力ある企画の継続事業準備資金 5,650,000 (0) (5,650,000) (0)

小　　計 98,859,257 (0) (53,592,567) (45,266,690)

合　　計 128,859,257 (30,000,000) (53,592,567) (45,266,690)

財務諸表に対する注記
令和７年３月３１日現在

　　満期保有目的の債券については、償却原価法（定額法）による。ただし、取得価額と債券金額との差額に重要性が乏しい場合は、
償却原価法を適用しない。

　平成２４年度から公益法人会計基準（平成20年4月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等



４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残額

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　　目 取得価格
減価償却
累計額 当期末残高

構　築　物 2,211,414 1,383,031 828,383

什　器　備　品 18,924,700 15,768,653 3,156,047

造　作 390,500 2,180 388,320

ソフトウェア 15,156,700 14,687,366 469,334

合　　　計 36,683,314 31,841,230 4,842,084

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は次のとおりである。

(単位：円)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

宮崎市長 0 24,137,000 24,137,000 0 －

0 24,137,000 24,137,000 0

６．指定正味財産からの一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産からの一般正味財産への振替額の内訳は次のとおりである。

(単位：円)

金    額

24,137,000

24,137,000合　　　計

合　　　計

内     容

（公財）宮崎文化振興協会
運営費助成事業

経常収益への振替額

　　受取地方公共団体補助金の振替額


